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（Ⅱ） 大物搬入建屋の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，原子炉建屋の一部を構成する大

物搬入建屋の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その

評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により行う。 

大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）は，設計基準対象

施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設重大

事故緩和設備」に分類される。また，大物搬入建屋を構成する壁及びスラブの一部

は，二次遮蔽壁に該当し，その二次遮蔽壁は，設計基準対象施設においては「Ｂク

ラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の「Ｓクラ

スの施設」及び「常設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価並びに二

次遮蔽壁の「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」として

の分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

大物搬入建屋の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 大物搬入建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

大物搬入建屋は，地上1階建ての鉄筋コンクリート造の建物である。大物搬入建

屋の杭伏図及び概略平面図を図2－2に，概略断面図を図2－3に，原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図及び断面図を図2－4及び図2－5に示す。

また，二次遮蔽壁の範囲の平面図及び断面図を図2－6及び図2－7に示す。 

大物搬入建屋の平面は，9.0m（NS 方向）×23.05m（EW 方向）であり，地上高さは 7.6m

である。大物搬入建屋の基礎は厚さ 2.5m の鉄筋コンクリートスラブであり，支持

地盤である泥岩上に場所打ち鋼管コンクリート杭（外径 1.2m，16 本，以下「杭」

という。）を介して設置している。また，液状化対策として建屋下部の支持地盤

以浅の地盤はセメント系の地盤改良を実施している。なお，大物搬入建屋は隣接

する原子炉建屋と構造的に分離している。 
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（単位：m） 

注 1：○は場所打ち鋼管コンクリート杭（外径 1.2m）を示す。 

注 2：破線は基礎スラブ，柱及び壁を示す。 

 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（杭伏図）（1/3） 
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（単位：m） 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（RF，T.M.S.L. 19.6m）（3/3） 
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（単位：m） 

注：破線は基礎スラブを示す。 

図 2－4 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図 

（1F，T.M.S.L. 12.3m）（1/2） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

図 2－4 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図 

（RF，T.M.S.L. 19.6m）（2/2） 
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（単位：m） 

図 2－5 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の断面図（1/2） 

(NS 方向)  

 

 

（単位：m） 

図 2－5 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の断面図（2/2） 

(EW 方向)  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

注：破線は基礎スラブを示す。 

図 2－6 二次遮蔽壁の範囲の平面図（1F，T.M.S.L. 12.3m）（1/2） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

図 2－6 二次遮蔽壁の範囲の平面図（RF，T.M.S.L. 19.6m）（2/2） 
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（単位：m） 

図 2－7 二次遮蔽壁の範囲の断面図（1/2） 

(NS 方向) 

 

 

（単位：m） 

図 2－7 二次遮蔽壁の範囲の断面図（2/2） 

(EW 方向)  

原子炉建屋機器搬出入口 
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2.3 評価方針 

大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）は，設計基準対象施設

においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和

設備」に分類される。また，大物搬入建屋を構成する壁及びスラブの一部は，二次遮蔽

壁に該当し，その二次遮蔽壁は，設計基準対象施設においては「Ｂクラスの施設」に，

重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備」に分類される。 

大物搬入建屋の設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地

震時に対する評価」という。），基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ

地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うこととし，それぞれの

評価はⅤ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」

別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。大物搬

入建屋の評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震応答解析による評価

においては耐震壁のせん断ひずみ，フレーム構造部の層間変形角及び保有水平耐力の

評価を，応力解析による評価においては断面の評価を行うことで，大物搬入建屋の地震

時の構造強度及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては材料物性の不確かさを考

慮する。表 2－1 に大物搬入建屋の材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価

及び保有水平耐力の評価を行う。ここで，大物搬入建屋では，運転時，設計基準事

故時及び重大事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がない

ことから，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一

となる。 

大物搬入建屋の評価フローを図 2－8 に示す。 

 

表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース  

検討ケース 地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 
標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（地盤剛性＋σ） 

標準地盤＋σ 

（新期砂層+13%,古安田層+25%,西山層+10%） 
 

③ケース 3 

（地盤剛性－σ） 

標準地盤－σ 

（新期砂層-13%,古安田層-25%,西山層-10%） 
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注記＊1：Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」

別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

  ＊2：二次遮蔽壁について実施する。 

  ＊3：原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）について実施する。 

 

図 2－8 大物搬入建屋の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

大物搬入建屋の評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 （（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計と保有水平耐力

－（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究

所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

大物搬入建屋の構造強度については，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格

納施設）の耐震性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」

に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大せん断ひずみ，フレーム構造部の

最大層間変形角が許容限界を超えないこと及び保有水平耐力が必要保有水平耐力に対し

て妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，遮蔽性及び気密性の維持については，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の耐震性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計

算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を

超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価における大物搬入建屋の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持方針に基づき，表 3－1 及び表 3－

2 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上 

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大せん断ひず

みが構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

フレーム 

構造部 

最大層間変形角

が構造強度を確

保するための許

容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が

必要保有水平耐

力に対して妥当

な安全余裕を有

することを確認 

必要保有 

水平耐力 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密機能を

維持するこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（原子炉建屋原

子炉区域（二次

格納施設）  

最大せん断ひず

みが気密性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 ＊2 

注記＊1：2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究所・

国立研究開発法人建築研究所）（以下「技術基準解説書」という。）により設定。 

＊2：事故時においては，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」という。）

から漏えいした空気を非常用ガス処理設備で処理できるように気密性を有する設

計とし，地震時においてもその機能を維持できる設計とする。気密性に対する許

容限界の適用性は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震

性についての計算書」別紙 2「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の気密性に

関する計算書」に示す。   
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表 3－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構 造 強 度 を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大せん断ひず

みが構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

フレーム 

構造部 

最大層間変形角

が構造強度を確

保するための許

容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が

必要保有水平耐

力に対して妥当

な安全余裕を有

することを確認 

必要保有 

水平耐力 

遮蔽性 

遮 蔽 体 の 損

傷 に よ り 遮

蔽 性 を 損 な

わないこと 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（二次遮蔽壁） 

最大せん断ひず

みが遮蔽性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

気密性 

換 気 性 能 と

あ い ま っ て

気 密 機 能 を

維 持 す る こ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（原子炉建屋原

子炉区域（二次

格納施設） 

最大せん断ひず

みが気密性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 ＊2 

注記＊1：「技術基準解説書」により設定。 

＊2：事故時においては，RCCV から漏えいした空気を非常用ガス処理設備で処理できる

ように気密性を有する設計とし，地震時においてもその機能を維持できる設計と

する。気密性に対する許容限界の適用性は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性についての計算書」別紙 2「原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の気密性に関する計算書」に示す。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

大物搬入建屋の応力解析による評価対象部位は，耐震壁，杭，基礎スラブ，屋根スラ

ブ及びフレーム構造部とし，応力解析により評価を行う。応力解析にあたっては，Ⅴ-

2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」

別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」よる結果を用いて，荷重の組合せを行

う。 

弾性設計用の水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算

定される動的地震力又は層せん断係数 3.0Ｃｉより算定される静的地震力より設定す

る。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡した

ものとする。表 4－1 に水平地震荷重を示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は静的地震力を上回るため，弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力により評価を行う。 

 

表 4－1 水平地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的地震力） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

静的地震力 

（×102kN） 

層せん断力 

（×102kN） 

静的地震力 

（×102kN） 

11.9～19.6 127 56.1 86.4 56.1 

9.4～11.9 241 104 198 104 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

弾性設計用の鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算

定される動的地震力又は鉛直震度 0.3 より算定される静的地震力より設定する。なお，

鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとす

る。表 4－2 に鉛直地震荷重を示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は静的地震力を上回るため，弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力により評価を行う。 

 

表 4－2 鉛直地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的地震力） 

T.M.S.L. 

（m） 

鉛直震度 

弾性設計用地震動 

Ｓｄによる鉛直震度 

静的地震力 

による鉛直震度 

19.6 0.43 0.3 

11.9 0.43 0.3 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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4.1.1 耐震壁 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

耐震壁のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果により発生する応力が，原子力施設鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説 （（社）日本建築学会，2005 制定）（以

下「RC-N 規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認す

る。 

図 4－1 に耐震壁の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－1 耐震壁の応力解析によるフロー 

  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｖ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.2 杭 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

杭のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，建築基礎構造設計指針

（（社）日本建築学会，2001 改定）（以下「基礎指針」という。）及び鉄骨

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計と保有水平耐力

－（（社）日本建築学会，2001 改定）（以下「SRC 規準」という。）に基づ

き設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

杭のＳｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「基礎指針」及び「SRC

規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

図 4－2 に杭の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－2 杭の応力解析によるフロー  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.3 基礎スラブ 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

基礎スラブのＳｄ地震時に対する評価は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解

析によることとし，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以外の荷重の

組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超えな

いことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

基礎スラブのＳｓ地震時に対する評価は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解

析によることとし，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以外の荷重の

組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超えな

いことを確認する。 

図 4－3 に基礎スラブの応力解析による評価フローを示す。 

 

 

 

 

図 4－3 基礎スラブの応力解析による評価フロー 

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

浮力 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.4 屋根スラブ 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

屋根スラブのＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-

N 規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

屋根スラブのＳｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-

N 規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

図 4－4 に屋根スラブの応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－4 屋根スラブの応力解析による評価フロー 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

評価開始 

地震荷重（鉛直方向）＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.5 フレーム構造部 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

フレーム構造部のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-N 規準」に

基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

図 4－5 にフレーム構造部の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－5 フレーム構造部の応力解析によるフロー 

  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 耐震壁 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮し

た地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮し

た地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.2.2 杭 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重

は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震応答

解析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.2.3 基礎スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重

は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震応答

解析析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物

性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

d. 浮力 

浮力は，地下水位面を地表面（T.M.S.L. 12.0m）とし，基礎スラブに上向きの

等分布荷重として入力する。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ＋ＢＬ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ＋ＢＬ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（水平・鉛直） 

ＢＬ ：浮力 
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4.2.4 屋根スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

 

b. 地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直震度は材料

物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（鉛直）  
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4.2.5 フレーム構造部 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮し

た地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮し

た地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における大物搬入建屋の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の基本方針に基づき，表 4－8 及び表 4

－9 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－10 及び表 4－11 に，鋼管

の許容応力度を表 4－12 に示す。杭の支持力は「基礎指針」に基づき算定する。

また，杭軸力を考慮した曲げ耐力は「SRC 規準」に基づき算定する。杭の支持力

に関する許容限界を表 4－13 に，杭の許容せん断力を表 4－14 に，曲げモーメ

ントと杭軸力相関を図 4－6 に示す。 
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表 4－8 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は 

静的地震力 

耐震壁 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

基礎スラブ 

屋根スラブ 

フレーム 

構造部 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

屋根スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

終局耐力 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

有すること 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は 

静的地震力 

屋根スラブ 

（原子炉建屋

原子炉区域

（二次格納施

設）の床） 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊2 
基準地震動 

Ｓｓ 

注記＊1：「RC-N 規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「技術基準解説書」に基づ

き 1.1 倍（面外せん断力に対する評価時の鋼材の基準強度Ｆは 1.0 倍）した耐力

とする。 

＊2：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後においても

気密性を維持できる設計とする。  
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表 4－9 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎スラブ 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局強度＊1 

屋根スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

終局耐力 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性を損な

わないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

屋根スラブ 

（二次遮蔽壁

の床） 

部材に生じる

応力が遮蔽性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊2 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

屋根スラブ 

（原子炉建屋

原子炉区域

（二次格納施

設）の床） 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊3 

注記＊1：「RC-N 規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「技術基準解説書」に基づ

き 1.1 倍（面外せん断力に対する評価時の鋼材の基準強度Ｆは 1.0 倍）した耐力

とする。  

＊2：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと 

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊3：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後においても

気密性を維持できる設計とする。 
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表 4－10 コンクリートの許容応力度 

                         （単位：N/mm2） 

部位 
設計基準強度 

Ｆｃ 

短期 

圧縮 せん断 

基礎スラブ 30.0 20.0 1.18 

屋根スラブ 

フレーム構造部 

耐震壁 

33.0 22.0 1.23 

 

表 4－11 鉄筋の許容応力度 

                  （単位：N/mm2） 

種別 
短期 

引張及び圧縮 せん断 

SD345 345 345 

SD390 390 390 

 

表 4－12 鋼管の許容応力度 

                   （単位：N/mm2） 

種別 
短期 

引張及び圧縮 せん断 

SKK490 325 187 

注：材料強度は許容応力度（引張及び圧縮）を 1.1 倍して算出する。 

 

表 4－13 杭の支持力に関する許容限界 

杭径 

φ(mm) 

杭の支持力 

(×103kN) 

1200 

短期許容支持力 

Ｒａ 

鉛直 10.0 

引抜 5.66 

極限支持力 

Ｒｕ 

鉛直 15.0 

引抜 8.49 

 

表 4－14 杭の許容せん断力 

杭径 

φ(mm) 

短期許容せん断力 

Ｑｓｕ(×103kN) 

1200 8.27 
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図4－6 杭の曲げモーメント－軸力相関 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 耐震壁 

(1) モデル化の基本方針 

耐震壁の応力は，Ｖ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性

についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」に基づき評価

する。 

 

(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－15 及び表 4－16 に示す。 

 

表 4－15 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.52×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（33.0N/mm2）に基づく 

 

表 4－16 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 
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4.4.2 杭 

(1) モデル化の基本方針 

杭の応力は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震

性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」に基

づき評価する。 

解析には，解析コード「ＳｏｉｌＰｌｕｓ」を用いる。解析コードの検証

及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

 

(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－17～表 4－19 に示す。 

 

表 4－17 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.27×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（24.0N/mm2）に基づく 

 

表 4－18 鋼管の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SKK490 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

表 4－19 杭の断面性能 

外径 

Ｄ (mm) 

板厚＊1 

ｔ (mm) 

全断面積＊2 

Ａ (m2) 

せん断 

断面積＊2 

Ａｓ (m2) 

断面二次 

モーメント＊2 

Ｉ (m4) 

1200 25 1.838 1.344 0.2236 

注：コンクリートはＦｃ＝24.0N/mm2 とする。 

注記＊1：上記の板厚に対して腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：表中の断面諸元はコンクリート換算した値である。 
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4.4.3 基礎スラブ 

(1) モデル化の基本方針 

応力解析は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，

解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

基礎スラブのモデル図を図 4－7 に示す。 

 

 

注：太線は壁の位置を示す。 

（単位：m） 

図 4－7 基礎スラブの解析モデル図（平面図）（1/2） 
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（単位：m） 

 

図 4－7 基礎スラブの解析モデル図（断面図）（2/2） 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用する FEM 要素は，基礎スラブについてはシェル要素とす

る。また，基礎スラブより立ち上がっている耐震壁については，はり要素と

して剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 612，要素数は 561 である。 

 

(3) 境界条件 

解析モデルの基礎底面には，水平方向及び鉛直方向及びの地盤ばねを設け

る。地盤ばねは地震応答解析モデルにおける地盤部分の擬似 3 次元 FEM モ

デルを用いて加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定

し，各節点に離散化する。 

なお，水平方向は NS 方向及び EW 方向各々の水平ばね定数，鉛直方向は水

平方向地震荷重については NS 方向及び EW 方向各々の回転ばね定数，その

ほかの荷重については鉛直ばね定数に基づきばね剛性を設定する。 

 

  

ばね要素 
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(4) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－20 及び表 4－21 に示す。 

 

表 4－20 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.44×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（30.0N/mm2）に基づく 

 

表 4－21 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

 

4.4.4 屋根スラブ 

(1) モデル化の基本方針 

屋根スラブの応力は，「RC-N 規準」に準拠して，1 方向スラブとしてモデル化し，

両端固定ばりとして評価する。 
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(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－22 及び表 4－23 に示す。 

 

表 4－22 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.52×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（33.0N/mm2）に基づく 

 

表 4－23 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 SD390 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

(1) 耐震壁 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求める。単独荷重の

記号を以下に示す。 

 

ＶＬ   ：鉛直荷重 

ＳｄＥＷ ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ  ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

 

表 4－24 及び表 4－25 にＳｄ地震時の水平地震荷重及び鉛直地震荷重を示

す。 

 

表 4－24 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

(m) 
方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 EW 86.4 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す 

 

表 4－25 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す 

 

b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－26 に示す。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程 ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係

数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 
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表 4－26 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＷＥ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＷＥ 
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(2) 杭 

大物搬入建屋杭について，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して地震応答解析モ

デルを用いた弾塑性応力解析を実施し，杭に生じる応力に対して評価する。 

 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求

める。単独荷重の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｄＥＷ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

ＳｓＳＮ：Ｓｓ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｓＮＳ：Ｓｓ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｓＥＷ：Ｓｓ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｓＷＥ：Ｓｓ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

 

表 4－27～表 4－30 にＳｄ地震時及びＳｓ地震時の水平地震荷重及び鉛直地

震荷重を示す。 

 

表 4－27 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 127 86.4 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－28 水平地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 322 170 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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表 4－29 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－30 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.89 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－31 及び表 4－32 に示す。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程 ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係

数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－31 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-6 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-7 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-8 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

 

表 4－32 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-6 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-7 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

2-8 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 
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(3) 基礎スラブ 

大物搬入建屋基礎スラブについて，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して 3 次元

FEM モデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わ

せて求める。単独荷重の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｄＥＷ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

ＳｓＳＮ：Ｓｓ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｓＮＳ：Ｓｓ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｓＥＷ：Ｓｓ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｓＷＥ：Ｓｓ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

ＢＬ  ：浮力 

 

表 4－33～表 4－36 にＳｄ地震時及びＳｓ地震時の水平地震荷重及び鉛直地

震荷重を示す。 

 

表 4－33 水平地震荷重（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 133 91 

9.4～11.9 253 208 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－34 水平地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 338 179 

9.4～11.9 516 416 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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表 4－35 鉛直地震荷重（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

11.9 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－36 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

11.9 0.88 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－37 及び表 4－38 に示す。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程 ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係

数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－37 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-5 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-6 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-7 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-8 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-9 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-10 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-11 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-12 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-13 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-14 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-15 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-16 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

 

表 4－38 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-5 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-6 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-7 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-8 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-9 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-10 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-11 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-12 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-13 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-14 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-15 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-16 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ＋ＢＬ 
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c. 荷重の入力方法 

(a) 地震荷重 

地震荷重は，上部構造物の基礎スラブへの地震時反力を考慮する。基

礎スラブ底面に生じる反力が，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓ

ｓに対する地震応答解析結果と等価になるように設定する。基礎スラブ

内に作用する荷重は，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の上部構造による入力

荷重と基礎スラブ底面に発生する荷重の差を FEM モデルの各要素の大

きさに応じて分配し，節点荷重として入力する。 

 

(b) 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，FEM モデルの各節点又は各要素に，

集中荷重又は分布荷重として入力する。 
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(4) 屋根スラブ 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求

める。単独荷重の記号を以下に示す。Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の鉛直地震荷重

を表 4－39 及び表 4－40 示す。 

 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｋⅴｄ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

 

表 4－39 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－40 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.89 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－41 及び表 4－42 に示す。 

 

表 4－41 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

ケース 

No. 
鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 
1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ 

1-2 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ 

 

表 4－42 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時） 

ケース 

No. 
鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 
1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ 

2-2 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ 
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c. 応力算出方法 

等分布荷重を受ける両端固定ばりの曲げモーメント及びせん断力は下式より

求める。 

（端部曲げモーメント） 

21
Ｍ＝ ｗ・

12
  

ここで， 

ｗ ：等分布荷重(N/m) 

  ：スパン(m) 

 

（端部せん断力） 

1
Ｑ＝ ｗ・

2
  

ここで， 

ｗ ：等分布荷重(N/m) 

  ：スパン(m) 
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(5) フレーム構造部 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求める。単独荷重の

記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

 

表 4－43 及び表 4－44 にＳｄ地震時の水平地震荷重及び鉛直地震荷重を示

す。 

 

表 4－43 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 127 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－44 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－45 に示す。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程 ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係

数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 
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表 4－45 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時） 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-6 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-7 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-8 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 耐震壁 

Ｓｄ地震時について，せん断力による応力は全て鉄筋で負担し，また，曲げモー

メントにより生じる引張応力についても，鉄筋で負担することとし，必要鉄筋比が

設計鉄筋比を超えていないことを確認する。 

 

(2) 杭 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の軸力（鉛直支持力及び引抜き力），曲げモーメント

及びせん断力が許容限界を超えないことを確認する。  

 

(3) 基礎スラブ 

    a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力については，必要鉄筋量が設計

配筋量を超えないことを確認する。必要鉄筋量(Ａ)は，「RC-N 規準」に基

づき，各要素の縦方向と横方向の軸力及び曲げモーメントに対して必要と

なる片側鉄筋量(Ａｔ)を柱の許容応力度設計式を用いて算定し，これと面

内せん断力に対して必要となる全鉄筋量(Ａｓ)により，下式によって算定

する。なお，Ｓｓ地震時に対しては，軸力，曲げモーメント及び面内せん

断力に対する必要鉄筋量は，「技術基準解説書」に基づき，鉄筋の引張強

度を 1.1 倍として算定する。 

 

Ａ＝Ａｔ＋Ａｓ／2 

 

    b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

 断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん

断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･{α･ｆｓ＋0.5･ｗｆｔ･(ｐｗ-0.002)} 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－10 に示す値 

（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸力が
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2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

 

α＝
4

Ｍ/ Ｑ･ｄ  ＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－11 に示す値 

 （N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐｗ＝
ａ

ｗ

ｂ・x
 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。  

 

(4) 屋根スラブ 

屋根スラブの評価は以下の方法で行う。 

屋根スラブについては，曲げモーメントによる鉄筋応力度及び面外せん断力を

算定し，各許容限界を超えないことを確認する。 

 

a. 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，次式をもとに計算した評価対象箇所に

生じる曲げモーメントによる鉄筋応力度が，許容限界を超えないことを確認す

る。 

t

t  

Ｍ
σ  ＝

a ・j
 

ここで， 

σｔ ：鉄筋の引張応力度(N/mm2) 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

ａｔ ：引張鉄筋断面積(mm2) 

ｊ ：断面の応力中心距離で，断面の有効せいの7/8倍の値(mm) 
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b. 面外せん断力に対する断面評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力が，

次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･{α･ｆｓ＋0.5･ｗｆｔ･(ｐｗ-0.002)} 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

 

α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4

 
 

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 

 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－11 に示す値 

 （N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐｗ＝
ａ

ｗ

ｂ・x
 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 

  

(5) フレーム構造部 

フレーム構造部の評価は以下の方法で行う。 

フレーム構造部については，Ｓｄ地震時について，発生応力に対する必要鉄筋量

が設計配筋量を超えていないことを確認する。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

5.1.1 Ｓｓ地震時 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の最大せん断ひずみが許

容限界（2.0×10- 3）を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大せん断ひずみは，0.0438×10-3

（部材番号 1，EW 方向，Ss-1，ケース 3）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えな

いことを確認した。耐震壁の最大せん断ひずみをせん断スケルトン曲線にプロッ

トした図を図 5－1 に示す。 

 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ 

（EW 方向，Ss-1，ケース 3） 
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5.2 フレーム構造部 

5.2.1 Ｓｓ地震時 

フレーム構造部について，Ｓｓ地震時の最大層間変形角が許容限界（1/120）

を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大層間変形角は，1/146（NS 方向，

Ss-1，ケース 3）であり，許容限界（1/120）を超えないことを確認した。 
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5.3 保有水平耐力 

必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎと保有水平耐力Ｑ ｕ の比較結果を表5－1及び表5－2に

示す。保有水平耐力Ｑ ｕ が必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎに対して妥当な安全余裕を有

していることを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎに対する保有水平耐力Ｑ ｕの比は最小で7.84で

ある。 

 

表 5－1 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果（NS 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

Ｑｕｎ 

(×103kN) 

Ｑｕ 

(×103kN) 
Ｑｕ /Ｑｕｎ 

11.9～19.6 4.79 37.6 7.84 

 

表 5－2 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果（EW 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

Ｑｕｎ 

(×103kN) 

Ｑｕ 

(×103kN) 
Ｑｕ /Ｑｕｎ 

11.9～19.6 5.14 65.2 12.6 
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6.2 杭の評価結果 

 杭について，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の軸力（鉛直支持力及び引抜き力），曲げモ

ーメント及びせん断力が許容限界を超えないことを確認する。 

 Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に発生する最大杭応力に対する評価結果を表 6－2 及び表

6－3 に示す。なお，押込み力及び引抜き力については，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に

杭頭に発生する最大応答軸力を用いる。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，発生する応力値が許容限界を超えないことを

確認した。 

  

表 6－2 最大杭応力に対する評価結果（Ｓｄ地震時） 

 最大応力 許容限界 検定値 

鉛直支持力 

(×103kN) 

押込み力 4.66 10.0 0.47 

引抜き力 1.24 5.66 0.22 

曲げモーメント（×103kN・m） 1.25 8.32 0.16 

せん断力（×103kN） 2.16 8.27 0.27 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 6－3 最大杭応力に対する評価結果（Ｓｓ地震時） 

 最大応力 許容限界 検定値 

鉛直支持力 

(×103kN) 

押込み力 8.09 15.0 0.54 

引抜き力 4.94 8.49 0.59 

曲げモーメント（×103kN・m） 2.59 13.4 0.20 

せん断力（×103kN） 4.39 8.27 0.54 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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6.3 基礎スラブの評価結果 

大物搬入建屋の基礎スラブの配筋図を図 6－2 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を，以下のとおり選定する。 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する評価については，必要鉄筋量が最大

となる要素を選定し，面外せん断力に対する評価については，面外せん断力に対する短

期許容せん断力の割合が最少となる要素を選定する。最大値発生位置を図 6－3 に，評

価結果を表 6－4 及び表 6－5 に示す。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対す

る必要鉄筋量が設計配筋量を超えないことを確認した。また，面外せん断力が短期許容

せん断力を超えないことを確認した。 

 

 

（単位：m） 

図 6－2 基礎スラブ配筋図（1/2）  
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（単位：m） 

図 6－2 基礎スラブ配筋図（2/2） 
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（単位：m） 

図 6－3 最大値発生位置（Ｓｄ地震時）（1/2） 

 

要素番号 86 

要素番号 55 

要素番号 64 

要素番号 451 
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（単位：m） 

図 6－3 最大値発生位置（Ｓｓ地震時）（2/2） 

  

要素番号 86 

要素番号 55 

要素番号 451 
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表 6－4 基礎スラブの評価結果（Ｓｄ地震時） 

 方向 
評価 

項目 

要素 

番号 

荷重 

ケース 

解析 

結果 
許容値 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

NS 
必要鉄筋量／ 

設計配筋量 
64 1-1 0.38 1.0  

EW 
必要鉄筋量／ 

設計配筋量 
451 1-5 0.19 1.0  

面外せん断力 

NS 
面外せん断力 

×103(kN/m) 
55 1-3 2.18 5.27 

せん断＊

補強筋 

EW 
面外せん断力 

×103 (kN/m) 
86 1-3 1.92 5.27 

せん断＊

補強筋 

注記＊：評価対象要素にせん断補強筋が配筋されていることを示す。 

 

表 6－5 基礎スラブの評価結果（Ｓｓ地震時） 

 方向 
評価 

項目 

要素 

番号 

荷重 

ケース 

解析 

結果 
許容値 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

NS 
必要鉄筋量／

設計配筋量 
55 2-3 0.85 1.0  

EW 
必要鉄筋量／

設計配筋量 
451 2-5 0.31 1.0  

面外せん断力 

NS 
面外せん断力

×103 (kN/m) 
55 2-3 4.64 5.27 

せん断＊

補強筋 

EW 
面外せん断力

×103 (kN/m) 
86 2-3 4.15 5.27 

せん断＊

補強筋 

注記＊：評価対象要素にせん断補強筋が配筋されていることを示す。 
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6.4 屋根スラブの評価結果 

屋根スラブの評価対象箇所は，各断面の検定値が最も大きい箇所とし，図 6－4 に示

す。また，「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を表 6－6 に示す。な

お，対象とするスラブは十分な剛性（固有振動数 20Hz 以上）を有していることから，

共振は考慮しない。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，曲げモーメントに対する鉄筋応力度が許容限

界を超えないこと及び発生する面外せん断力が許容限界を超えないことを確認した。

なお，基準地震動Ｓｓによる地震力は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を上回るた

め，基準地震動Ｓｓによる地震力により屋根スラブの評価を行う。 

 

 

（単位：m） 

図 6－4 屋根スラブの評価対象箇所 

（RF，T.M.S.L. 19.6m）  

評価対象箇所 
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6.5 フレーム構造部の評価結果 

フレーム構造部の評価対象箇所は，フレームに垂壁及び袖壁があり，柱及びはりの各

断面の検定値が最も大きくなる LD 通りとし，図 6－5 に示す。また評価結果を表 6－7

及び表 6－8 に示す。 

フレーム構造部については，Ｓｄ地震時において，柱及びはりの必要鉄筋量が設計配

筋量を超えないことを確認した。 

 

柱及びはりの各断面の検定に用いる記号の説明 

ｂ ：断面の幅（mm） 

Ｄ ：断面のせい（mm） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｐｔ ：引張鉄筋比（%） 

ａｔ ：引張鉄筋の断面積(mm2) 

ｐｗ ：必要あばら筋比又は帯筋比（%） 

ｆｔ ：鉄筋の許容引張応力度（N/mm2） 

ｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

 

 α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4

 
 

  










